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第１回社員総会資料（経過報告） 
	
 	
 	
 特定非営利活動法人地球年代学ネットワーク	
 

	
 	
 	
 理事会作成	
 

	
 	
 	
 平成２６年５月１日	
 

	
 

	
 

１．これまでの経過報告	
 

○	
 平成２５年	
 

	
 １２月２４日：	
 岡山市へ申請書類を提出。	
 

	
 	
 	
 （縦覧と審査）	
 

	
 

○	
 平成２６年	
 

	
 	
 ２月	
 	
 	
 ：	
 地球惑星科学連合 2014 大会出展申し込み	
 

	
 

	
 	
 ３月２７日：	
 岡山市より認証される（第１１２４号）	
 

	
 

	
 	
 ４月	
 １日：	
 法務局へ設立登記の申請。	
 

	
 	
 ４月	
 ４日：	
 設立登記完了（設立日は４月１日）	
 

	
 	
 ４月	
 ７日：	
 口座開設（おかやま信用金庫・藤原支店）	
 

	
 	
 ４月１１日：	
 口座開設（三菱東京 UFJ 銀行・岡山支店）	
 

	
 	
 ４月１４日：	
 設立登記完了届出書の提出（岡山市）	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 法人設立届の提出（岡山市・備前県民局）	
 

	
 	
 ４月２８日：	
 地球惑星科学連合 2014 大会へ出展（〜５月２日まで）	
 

	
 

	
 	
 ４月３０日：	
 市民協働推進モデル事業説明会（補助金：岡山市）	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 （５月１６日事前エントリー締切・６月４日応募締切）	
 

	
 	
 ５月	
 １日：	
 第１回社員総会（横浜市にて）	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 会員登録と入会金及び年会費の徴収開始	
 

	
 

２．これからの予定	
 

	
 ・公式 web サイトの構築（会員相互の情報交換用専用ページの開設等）	
 

	
 ・事業の募集（会員による提案型事業の試行）	
 

	
 ・事務局員の募集（採用は平成２７年４月１日より）	
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第１回社員総会資料（基本事項確認書案） 
	
 	
 	
 特定非営利活動法人地球年代学ネットワーク	
 

	
 	
 	
 理事会作成	
 

	
 	
 	
 平成２６年５月１日	
 

	
 

	
 

1. 想定している事業	
 
（1） 広報型（公式サイトのバナー、グッズ販売、出版）	
 
（2） 提案型（官公庁、独法、財団法人等に提案する業務）	
 
（3） 育成型（技術者向けの研修・講習会・巡検）	
 
（4） 普及型（一般向けの講演会と巡検、国際会議、学術交流会）	
 
（5） 請負型（企業や独法等から発注された公開前提の業務）	
 
	
 

	
 本年（2014 年）度は（1）の広報型の事業が主体となります。来年（2015 年）度から

（2）（3）（4）（5）の順に実施していく予定です。	
 

	
 収益事業の柱となると考えられる地質図幅作成は（2）提案型の事業に当たります。

NPO—大学—企業がネットワークを形成して共同して官公庁へ提案し、採択された後はそ

れぞれの専門を分担するというイメージです。また、民間の研究開発型の助成金も提案

型の事業になると思います。	
 

	
 （5）の請負型の事業は、はじめる前に種目の選定と担当研究室および料金の設定が

必要です。少なくとも会員登録と設備装置の登録がある程度進んでからでないと詳細設

定ができないので、来年度以降の開始になります。また、当面の間、同業他社（一般企

業）と競合しない種目を考える必要もあります。将来的には jGnet が受注した分析業務

をネットワークに参加した一般企業へアウトソーシングすれば良いと考えますが、今す

ぐにはできません。	
 

	
 

2. 受託する事業について（来年度以降）	
 
（1） 既存の調査・分析会社との違いを明確にするために、受託できる業務を成果の公

開を前提としたものに限定したい。	
 

（2） jGnet は地球惑星科学の今以上の進歩と普及を望んでいます。故に jGnet が携わ
った業務で成果の公表ができなければ、設立趣旨に反してしまいます。	
 

（3） 受注した業務は jGnet 事務局を通じて、最も適任と考えられる会員および会員の
属する研究室や企業に委託します。成果は jGnet を通じて発注者へ提出し、jGnet

はその対価を売り上げ（収益）として受け取ります。	
 

（4） 委託先が大学等の研究室であれば、業務の内容や規模に応じて寄附研究、受託研
究、共同研究のいずれかの契約を取り交わし、jGnet から大学へ研究費を支出し
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ます。	
 

（5） 大学等の研究室は、受託した研究（業務）を利用して、所属する大学院生または
PD に実作業を分担させて、スキルアップと現金収入の機会を与えます。＊∗この時、

大学院生または PD は jGnet の会員であることが望まれます。（原則、会員と jGnet

の間に雇用関係は生じません）	
 

（6） 委託先が会員の所属する企業の場合は、いわゆる外注業務として取り扱います（前
項の５と同じ）。	
 

	
 

3. 情報公開について	
 
（1） 事業報告書、決算書、役員名簿、定款、謄本などの基本事項は必ず公開しなけれ

ばなりません。	
 

（2） 個別の事業内容については公開する義務はありません。ましてや個人情報を公開
することはありません。	
 

（3） 寄付者については、その氏名（名称）と住所を記した名簿の作成が義務づけられ
ているので、税務署と所轄官庁には公開します。	
 

（4） 事業の成果については地球科学の進歩と普及につながることなので、原則公開す
べきと考えます。なお、特許申請に関わるものや開発の途中段階のものは、時期

が来るまで公開を控えますし、jGnet 独自（が勝手に）に公表することはありま

せん。	
 

（5） 公益活動に関することはできるだけ詳細に公開します。	
 
	
 

4. 専属の研究員、職員および分析設備について	
 
（1） 本年度は研究員も職員も雇用する予定はありません。また、分析等に使用する設

備の導入も考えていません。	
 

（2） 来年度（2015 年度）から事務局の職員を雇用し、専属の研究員についても採用募
集する予定です。	
 

（3） 研究員の採用後に分析設備の導入を検討する可能性はあります。	
 
	
 

	
 

	
 

	
 

                                                   
＊：企業に委託する場合、会員が実作業を担当するとは限りません。ということは、大

学の研究室へ委託する場合も、実作業を会員でない学生に任せても良いことになります。	
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Q & A 
＜目的と事業＞	
 

(Q1)	
 jGnet の目的は何ですか？	
 

(A1)	
 参加者（個人、団体、大学、企業等）全員が対等な権利を持って、それらが共に

社会的使命を果たせるようなネットワークを創出することが第一の目的です。そのネッ

トワークを利用して、次世代を担う研究者の育成と技術者の再教育を行い、新たな雇用

創出に尽力します。	
 

 
(Q2)	
 雇用創出のための具体案は？	
 

(A2)	
 人-設備-大学研究室-企業間の学術交流（アカデミック・マッチング：AM）を支
援し、最先端の技術を大学研究室から経済活動の場へ移植することを推進します。大学

院生やPDの方はAMを活用することで大学や公的な研究機関だけでなく民間企業にお
いても研究活動を続けることができます。また、官公庁には、地球科学に精通した専門

官の必要性を働きかけて、雇用の創出に努めていきます。 
 
(Q3)	
 なぜ NPO 法人なのですか？	
 

(A3)	
 異なる組織に属する個人，団体、大学，企業等を結びつけて知のネットワークを

構築するためには非営利活動団体であることが望まれます。また、法人化することによ

って、団体の公益活動は公開されたものとなり、その活動に係る予算に対しても透明性

が担保されることになります。jGnetの NPO法人化は、地球惑星科学に携わる研究者
と関連技術者の社会的地位の向上に資すると考えます。 
	
 

(Q4)	
 活動資金はどうやって調達するのですか？	
 

(A4)	
 会員からの会費、趣旨に賛同いただける個人と企業からの寄附金、収益事業等を

通じて NPOを維持し、発展させていきます。研究開発型の補助金や助成金等も可能で
す。 
 
(Q5)	
 NPO 法人が利益を得る（収益）事業をしても良いのですか？	
 

(A5)	
 法の言う非営利とは、利益を社員や役員に再分配しないという意味です。NPO
法人が収益事業を行って、その利益をもって本来の目的である公益活動を行うのであれ

ば何の問題もありません。むしろ補助金や寄附金だけに頼らず、財政的に自立していく

ことが重要であり，それが求められています。	
 

 
(Q6)	
 収益事業には何を考えていますか？	
 

(A6)	
 地球惑星科学系の研究室で実施可能な調査・分析であれば収益を上げることがで

きます。地質踏査、岩石・微化石鑑定、地球化学分析、年代測定等は資源開発や防災分



 5 

野において必要不可欠な事業です。本法人では会員の得意分野を協働して、例えば、市

町村単位の 10万分の 1ないし 5万分の 1縮尺の地質図やハザードマップの作成と公開
を主要事業の一つとしたいと考えています。多様な専門家の集まりである本法人にとっ

て、最も得意な事業に成長すると確信しています。また、若手研究者や技術者向けの研

修・講習会、一般市民を対象とした講演会等の開催も考えています。	
 

	
 

(Q7)	
 一般企業が業務を発注することはできますか？	
 	
 

(A7)	
 はい，できます。むしろ，一般の企業及び個人の方からの業務発注を希望してい

ます。ただし、外部から委託される事業については、本法人の設立趣旨に則って（遵っ

て）、原則その成果を公表するものとさせていただきます。なお、本年度は広報活動と

ネットワークの構築を優先させていただく関係から、実際に業務をお請けするのは翌年

度以降となります。	
 

 
(Q8)	
 会員以外が業務を発注することはできますか？	
 

(A8)	
 もちろん可能です。	
 

 
(Q9)	
 どこで誰が調査や分析業務を実施するのですか？	
 

(A9)	
 会員の所属する研究室あるいは企業において、適材適所に分担していただきたい

と考えています。受託事業等の情報は随時本法人の公式 web サイトの会員専用ページに

公開します。 
 
(Q10)	
 大学や公的機関の設備を使用できるのですか？ 
(A10)	
 本法人と大学あるいは公的機関との間で、寄附研究、受託研究および共同研究等

の契約を取り交わして、設備の利用や分析等の委託ができるようにします。その際、実

作業を研究室に在籍する院生または PD に担当していただければ、彼らに経験と実績（経

済的な支援を含む）を与える機会となります。	
 

 
(Q11)	
 個別の事業についてどこまで情報を公開しますか？	
 

(A11)	
 NPO 法人において情報・閲覧が義務づけられているのは、事業報告書等（いわゆ

る決算書を含む）、役員名簿等および定款等の基本事項についてです。民間企業から委

託された個別の事業内容を発注者の許可なく公開することはありませんし、ましてや個

人情報を漏らすことはありません。ただし、事業の成果については、地球科学の進歩と

普及につなげるためにも、原則公開すべきだと考えています。	
 

 
(Q12)	
 補助金あるいは助成金はいつから申請しますか？	
 

(A12)	
 実績がないため、今年度からの申請は難しいと思います。来年度からは研究開発

型の案件を中心に積極的に申請します。 
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＜会員と会費＞	
 

(Q13)	
 団体でも会員になれますか？	
 

(A13)	
 本法人の会員は、正会員と賛助会員から構成されます。正会員は、本法人の目的

に賛同していただいた個人及び団体で、特定非営利活動促進法上の社員となります。ま

た、正会員は総会を構成し、一人ひとりが平等な表決権を持ちます。一方、賛助会員は

本法人の事業を賛助するために入会した個人及び団体で、表決権を持ちません。	
 

	
 

(Q14)	
 会員になるための条件はありますか？	
 

(A14)	
 目的や趣旨に賛同していただける方なら国籍、性別、年齢、専攻や専門に関係な

くどなたでも会員になれます。本法人は多種多様な才能を求めています。 
 
(Q15)	
 会員になると何かメリットはありますか？	
 

(A15) 研究、収益事業、雇用等の最新情報を得ることができます。大学院生や PDにと
っては自分の専門を生かしたアルバイトを通して様々な研究室や企業と接点を持つこ

とができます。賛助会員には、当法人に依頼された役務料金を優遇します。また、公式

webサイトに賛助会員のバナーを掲示します。 
 
(Q16)	
 学生には一般の方とは別に何かメリットはありますか？	
 

(A16) 学生の方は入会金が無料になります。ネットワークの会員による研究指導を受け
られ、研究施設でのスキルアップも可能です。また、インターンシップ等での就業経験

ができるようなプログラムを準備中ですし、奨学金制度も整える予定です。 
 
(Q17)	
 会費はいくらですか？	
 

(A17) 正会員の年会費は 12,000円です。また、初年度のみ入会金 8,000円が必要です
が、学生の方は入会金を免除します。賛助会員（個人）の年会費は一口 50,000 円で、
入会金はありません。賛助会員（団体）の場合は 50,000 円を一口として二口以上の年
会費を納めていただきます。この場合も入会金はありません。 
	
 

(Q18)	
 入会手続きと会費納入の方法を教えてください？	
 

(A18) 公式 web サイトから会員登録の申し込みを行ってください。その日から２週間
以内に同じ Web サイトから入会金と年会費の合計額をクレジットカードでお支払いい

ただくか、あるいは銀行等の ATMから本法人の銀行口座へお振り込みください。 
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入会手続きの流れ	
 

1. Web での申し込み	
 
! 個人情報登録	
 
! 確認書の同意	
 
2. 入会費・年会費のお支払い（カード払い可能）	
 
! 入金確認を持って入会日とする	
 
! 銀行の振込み依頼書控えとカード会社からの明細
書を領収書とする	
 

3. 着金連絡	
 
! 定款を添付した E メールを送付	
 
! 会員章を郵送	
 

 
＜その他＞	
 

(Q19)	
 良いアイデアがあるのですが？	
 

(A19) Webサイトに会員同士の情報交換の場を提供します。一人ではなかなか具現化で
きないアイデアをお持ちであれば、公式 web サイト上に公開してネットワークを活用
してください。 
	
 

(Q20)	
 学生ですが、アルバイトできますか？	
 

(A20) 本法人が直接学生さんをアルバイトとして雇用し、調査・分析作業をお願いする
ことはありません。学生さんには所属する研究室において実施可能な調査と分析を、本

法人と大学等間で交わした研究テーマの中でお手伝いいただくことになります。	
 

	
 

(Q21)	
 専属の研究員を採用する予定はありますか？	
 

(A21) あります。来年度から採用募集できるように準備中です。また、同時に事務局員
も募集します。	
 

	
 

(Q22)	
 NPO 法人の正会員としての活動は副業になるのですか？	
 

(A22)本法人と所属研究機関とで契約が交わされた受託研究等を分担された研究者の場

合や本法人から発注された請負業務を担当した会社員の場合の活動は正業となります。

一方、本法人が企画した講演会や研修会等の講師としての活動は副業に当たると考えら

れます。	
 

	
 

(Q23)	
 NPO 法人が専有の分析設備等を整備する予定はありますか？	
 

(A23) ネットワークの活用を目的としているため、現在のところ具体的な予定はありま
せん。ただし、本法人が成長し、専属の研究員と事務局が整えられれば検討することに

なります。	
 

（ここまで）	
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（メモ）	
 


